
令和３年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額５０５，４４１千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当した。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

975,930 450,439 229,301 2,200 90,000 203,990 障害者自立支援費　90,000

124,231 2,689 2,585 118,957

1,981,793 986,626 420,702 32,872 95,000 446,593
私立認定子ども園施設型給付費　60,000
私立保育所措置委託料　　　　　35,000

200,023 67,194 813 30,000 102,016 児童扶養手当　30,000

709,739 531,554 33,015 40,000 105,170 生活保護費　40,000

4,600 1,881 2,719

308,720 901 109,660 29,690 115,000 53,469 医療扶助費　　　　　　75,000
小児市助成医療扶助費　40,000

4,305,036 2,038,595 793,491 4,889 65,147 370,000 1,032,914

510,633 70,441 440,192 介護給付費繰出金　70,441

275,473 44,287 129,675 101,511

673,060 101,615 9,669 65,000 496,776 後期高齢者医療保険医療給付費市町村
負担金　65,000

386,478 386,478

1,845,644 145,902 129,675 9,669 135,441 1,424,957

297,739 145,442 1,332 5,258 145,707

18,061 18,061

613,927 613,927

929,727 145,442 1,332 5,258 777,695

7,080,407 2,329,939 924,498 4,889 80,074 505,441 3,235,566

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

５０５，４４１千円

７,０８０,４０７千円

事業名 経費
特定財源

(うち一般財源 ３,７４１,００７千円）

充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護扶助事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

一般財源

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

合計


